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加齢性難聴者の補聴器購入に対する公的助成制度の創設を求める意見書 

 

高齢化が進む中で加齢による難聴者が増え続けている。加齢性難聴は日常生活を
不便にし、コミュニケーションを困難にするなど日常生活の質を落とす大きな原因
となっている。最近では加齢性難聴によるコミュニケーションの減少で、脳機能の
低下につながり、鬱や認知症の原因になると考えられている。 
このような中で、補聴器の使用は聞こえの向上・改善にとどまらず、認知の  

低下を防ぎ、社会参加を広げるための重要な手段となっている。高齢者が社会参加
し元気で活躍することは健康な体をつくり、医療費や介護費用の削減効果をもたら
すと言われている。 
日本の難聴者率は欧米と比べて大差はないが、補聴器使用率は低く、日本補聴器

工業会の調査によると、イギリス約４８％、ドイツ約３７％、アメリカ約３０％で
日本は約１４％である。日本で補聴器の使用が進まない要因は補聴器の価格が１５
万から５０万円以上と高額であり、保険の適用がなく全額個人負担となっているた

めである。年金生活者や低所得の高齢者にとって負担が大きすぎるため、経済的な
負担を軽減することが求められている。 
よって、国においては、政府及び国会に対し、加齢性難聴者の補聴器購入に対す

る公的助成制度を創設するよう強く求める。 
 
以上、地方自治法第９９条の規定により提出する。 
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